
 

平成 29月 2月 15日（水）、公明党鈴鹿市議団として、「地域防災力の拡充を求

める要望書」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

                               

地域防災力の拡充を求める要望書  

 

 昨年末に新潟県糸魚川市で発生した大規模火災では、防災行政無線や地域住民による声

掛けが早期避難につながったものの、強風や乾燥という悪条件が重なったことに加え、木

造建築物が密集していたことが原因で、焼失面積が約 4 万平方メートルに及ぶ近年では異

例の規模の火災となりました。 

 この火災では、糸魚川市の消防長が「絶対的な消防力がこの火災に対して不足だった」

と認めるように、消防能力が十分でなかったとの指摘もありました。 

 近年、局地的な豪雨や台風などの自然災害が頻発し、地域防災力の強化が喫緊の課題と

なる中、消防団の重要性があらためて注目を集めておりますが、少子高齢化の進展、核家

族化、勤務形態の多様化など生活様式の変化により、全国的にも消防団員数の減少、団員

の高年齢化が大きな課題となっております。 

 そうした中、地域防災力を維持するために、消防団活動のアピールと団員の確保を目的

として、地域ぐるみで消防団を応援する「消防団応援の店」制度を導入する自治体が増え

ております。 

 三重県においても、来年度からこの制度の開始が予定されており、地域防災力を担う消

防団員と家族を応援する事業を着実に進めることによって、家族の理解も広がり、消防団

員の確保、地域の活性化にもつながることが期待できます。 

 本市としても積極的に消防団を応援する事業を進めるとともに、消防団員の適正配置、

機能別消防団の拡充、女性消防団の増員等、地域防災力の充実強化のための対策を進める

ことを求め、下記の事項を要望致します。 

 

 



記 

  

1． 「消防団応援の店」制度について、登録店の確保や広報など、全庁的に積極的な取り組

みを進めること。 

2． 防災士、防災コーディネーター、学生、公務員などを活用した「機能別消防団」を確保

するため、消防団と別枠で条例に定め、拡充を図ること。 

3． 女性消防団員拡充のため、団員数の目標を定めて、啓発に努め、積極的に登用を進める

こと。 

4． 昼間防災力確保のため、消防団ＯＢによる防災支援協力者など、消防団応援隊の拡充と

積極的な活用を進めること。 

5． 地域ごとに、住民数・世帯数に応じた適正な消防団員数を確保するため、条例による定

数の見直しを図ること。 

 

以上 


